
件 名 内 容 掲載号

国外関連取引の取引価格の交渉過程等を検討
する際の留意事項等を明確化し，一部改正。
調査に当たり配意する事項など。

（7/5）

外国子会社から受ける配当等の益金不算入の
規定に関する質疑応答事例。
外国子会社から受ける配当等がある場合の外
国税額控除の控除限度額の計算など。

（7/12）

定期金に関する権利に係る箇所を一部改正。
完全生命表や予定利率など。

（7/19）

22年改正で相続税法施行令等が一部改正され
たことに伴い，定期金に関する評価関係に係
る箇所を一部改正。解約返戻金の金額など。

（7/19）

22年度の法人税法改正に伴い，法人税基本通
達等を一部改正。100％グループ内法人間の
取引，清算所得課税の廃止，未処理欠損金の
引継ぎ関係など。

（7/26）
分冊

本号のページ（ .21～ .36）は，平成22年下半期分（22.7.5 №3121～22.12.20 №3144）
の総索引です。更正の期間制限に伴い税務通信は最低限５年間保存されるようおすすめ致します。
なお，弊会ホームページに「主要項目別索引」を掲載しておりますので，併せてご利用下さい。
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件 名 掲載号

（7/12）

（7/19）

（10/25）

（11/22）

（12/20）

取引相場のない株式等の評価，定期金に関す
る権利の評価，元利均等償還が行われる公社
債の評価など。

（8/2）

グループ法人税制に関する質疑応答事例の第
一弾。
完全支配関係の判定や，寄附修正，譲渡損益
調整資産に係る項目など。

（8/23）

22年度の措置法改正を受け，相続税法の特例
関係の通達を一部改正。
小規模宅地特例，国等に対して相続財産を贈
与した場合の相続税の非課税等など。

（8/23）

相続又は遺贈により取得したものとみなす場
合の定期金に関する評価関係など。

（9/13）

グループ法人税制等に関する質疑応答事例の
第二弾。
株式の持ち合いの場合の中小特例の有無，未
処理欠損金の引継ぎ，期限切れ欠損金の利用
関係など。

（10/18）

22年度の法人税法改正を受け，措置法通達等
を一部改正。
内国法人の特定外国子会社等に係る所得の課
税の特例関係など。

（12/20）
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件 名 内 容 掲載号

グループ法人税制，連結納税制度，清算所得
課税の廃止，組織再編税制等について解説。

（7/5）
（7/12）

保険法の制定に伴うみなし相続財産の改正，
障害者控除の改正，定期金に関する権利の評
価等の見直し等について解説。

（7/19）

経済産業省中小企業庁
事業環境部財務課課長補佐

平成22年４月１日に施行された「中小企業に
おける経営の承継の円滑化に関する法律施行
規則」の改正点を解説。
外国子会社を有する場合や，遺産分割未了株
式等など。

（7/19）

特定外国子会社等に係る所得の課税の特例，
振替国債等の利子の課税の特例等について解
説。

（7/26）
（8/2）

年少扶養親族に対する扶養控除の廃止，生命
保険料控除の改組，特定居住用財産の買替え
等の場合の長期譲渡所得の課税特例の見直し
等について解説。

（8/30）
（9/6）
（9/13）

平成21年度改正等を受けて見直された法人
税，連結納税基本通達の改正点を解説。
外国子会社から受ける配当等，外国税額の控
除，中小企業者等に係る法人税率の特例など。

（8/30）
（9/6）

中小企業に係る軽減税率の適用範囲から大法
人の完全支配関係子会社を除外したこと，試
験研究を行った場合の法人税額の特別控除制
度の延長したこと等について解説。

（8/9）
（9/27）

事業者免税点制度の見直し，たばこ税の税率
引き上げ，印紙税の課税物件である保険証券
の範囲の明確化等について解説。

（10/4）

総務省自治税務局都道府県税課

前 総務省自治税務局都道府県税課

自動車関連諸税の税率等，自動車取得税，不
動産取得税の見直し等について解説。

（10/11）

総務省自治税務局市町村税課

個人住民税の諸控除の見直し，少額上場株式
等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措
置等について解説。

（11/1）
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件 名 内 容 掲載号

税理士

平成22年度税制改正で創設されたグループ法
人税制関連をケーススタディで解説。
完全支配関係親会社から子会社へ資産の贈与
があった場合の親・子会社の処理など。

（9/20）

税理士
海外出向者の帰国から年末調整までの間に生
じる疑問点等についてケーススタディで解
説。
帰国した年の年末調整の要否など。

（11/15）

年末調整事務の概要とその留意点を 形
式で解説。
扶養控除等申告書の記載内容の確認ポイント
など。

（11/22）

税理士

平成22年度税制改正に伴う移転価格事務運営
要領の改正点を解説。
調査に当たり配意する事項など。

（11/29）

総合法律事務所
弁護士

グループ法人における知的財産権の一元管理
について解説。
知的財産権の譲渡スキームや，知的財産信託
スキームなど。

（12/13）

平成22年度税制改正により制定された租特透
明化法を解説。
租特透明化法の対象適用額明細書の提出義
務，適用時期など。

（11/8）

前 総務省自治税務局固定資産税課

税負担軽減措置の廃止・整理合理化が行われ
た項目，延長・拡充・新設が行われた項目等
について解説。

（11/8）

日本・クウェート租税条約の締結，日本・バ
ミューダ租税協定の締結等について解説。

（11/29）
（12/6）
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件 名 内 容 掲載号

公認会計士
公認会計士・税理士

公認会計士・税理士

公認会計士・税理士・社会保険労務士

最新の会計基準・法人税法に基づいた税効果
会計の処理実務を，具体的なケーススタディ
を交えて解説。
⑨ 「未払事業税」 （10/4）

公益法人制度改革に関連した会計・監査・税
務について留意点を解説。
⑭ 会計編 公益社団・財団法人及び一般社
団・財団法人における会計監査（外部監査）

⑮ 会計編 継続事業の前提についての注記
⑯ 会計編 決算スケジュール
⑰ 監査編Ⅰ 監事監査
⑱ 監査編Ⅱ 監事監査（続き）

（7/12）

（8/9）
（9/20）
（11/1）
（12/13）

全国公益法人協会
特別委員

公益法人制度改革における改正前後の違い，
実務上の問題点等を 形式で解説。
＜第26回 公益目的支出計画（その４）＞

新公益法人における暫定予算の編成
＜第27回 一般社団・財団法人へ移行後（移行法
人）の公益認定申請＞

新公益法人の役員・評議員の報酬の決め方
＜第28回 「定款の変更の案」の作成（その１）＞

理事会における代表理事等の選定
＜第29回 「定款の変更の案」の作成（その２（公
益財団法人））＞

監事の理事会出席等の義務

（7/26）

（8/30）

（9/27）

（11/15）

税理士

完全支配関係法人間の資本等取引について，
事例を交えて別表の記載方法等を解説。
完全支配関係法人間でみなし配当事由が生じ
た株主の異動する資本金等の額など。

（9/13）
（9/20）

あいわ税理士法人
税理士
税理士
税理士
税理士

連結納税制度の適用を検討する際のポイント
を 形式で解説。
① 所得と欠損の通算効果
② 連結納税における繰越欠損金の利用
③ 資産の時価評価
④ 子法人株式の帳簿価額修正
⑤ 中小法人向け特例の適用
⑥ 連結法人税額の計算と税額控除

（9/13）
（10/4）
（10/18）
（11/1）
（11/15）
（11/29）
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黒澤法律事務所
弁護士

判決文のどこを，どう読むべきかなど，租税
に関する紛争，争訟等についてわかりやすく
解説。
⑥ 租税訴訟の現状（注目すべき近時の最高
裁判決等）

⑦ 国際課税をめぐる裁判例の現状

（8/9）

（11/29）

税理士法人高野総合会計事務所
税理士
税理士

平成22年度改正で小規模宅地特例の宅地等の
適用範囲が縮小されたことを受け，相続税の
課税実務や相続対策・遺言作成等に与える影
響をケーススタディで解説。

（9/20）
（10/11）
（10/25）
（11/8）

企業会計基準委員会
前 専門研究員
主任研究員
専門研究員
専門研究員

最新の会計基準等について，改正の背景や具
体的な会計処理についてポイントを解説。
43 平成22年度税制改正に伴う実務対応報告
の改正について

44 包括利益の表示に関する会計基準について
45 １株当たり当期純利益会計基準等の改正
について

46 「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する
会計基準」の公表に伴う他の改正会計基準
等（四半期，セグメント情報等）について

（10/11）

（11/1）
（11/29）

（12/6）

中村慈美税理士事務所
税理士
税理士

具体的な事業再生・再編事例について，問題
点や具体的な税務処理を交えながら解説。
テーマⅤ 更生手続における債務者の税務 （10/25）

（11/1）
（11/8）

税理士法人 野総合会計事務所
公認会計士
税理士

税理士が受けた損害賠償の実例を詳細に検討
し，損害賠償保険の取扱い，予防策を解説。
№115 事業所税資産割の課税標準の計算で
非課税対象面積の控除を失念し長期間過大
納付させた事例

（10/25）

新日本有限責任監査法人
公認会計士・税理士

平成22年度税制改正で創設されたグループ法
人税制に係る留意点について，会社法・企業
会計・税務それぞれの面を踏まえながら解
説。
① 完全支配関係の判定
② 一定の資産の譲渡に係る譲渡損益の繰延
③ 一定の資産の譲渡に係る譲渡損益の繰延
④ 一定の資産の譲渡に係る譲渡損益の繰延
⑤ 寄附金と会社法との関係
⑥ 寄附金と会社法との関係
⑦ 寄附金の損金不算入・受贈益の益金不算入

（9/6）
（9/27）
（10/11）
（10/25）
（11/8）
（11/22）
（12/6）
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会計事務所
税理士

平成22年度税制改正で清算所得課税が廃止さ
れたことを受け，今後の，清算中の法人税申
告の実務の留意点について解説。

（11/22）
（12/13）

グラントソントン太陽 税理士法人
中国デスクパートナー

中国デスク

平成22年度３月に日本と香港の間で日香租税
協定が基本合意に至ったことを受け，協定締
結の目的や，今後の日本と香港間の国際取引
に与える影響について 形式で解説。
［15］ 日本・香港・中国間の国際租税最新動

向に関する
［16］ 中国の増値税還付制度に関する

来料加工・進料加工取引の原価
管理について

（8/2）

（12/20）

件 名 内 容 掲載号

税理士
・保証債務履行のための発行会社への株式の
譲渡等

・売買契約中の土地と小規模宅地等の評価減
・相続税についての後発的事由による更正の請求
・第三者のためにする居住用財産の売買契約
と譲渡時期

・親子間の借地権の設定

（7/5）

（8/23）
（10/4）
（11/15）

（12/13）

税理士
・現物分配の適格・非適格別の税務と会計の
処理

・完全支配関係子会社が解散し，残余財産の
分配を受けた場合等の処理

（8/2）

（12/6）

件 名 内 容 掲載号

税理士
税理士

22年度改正で注目の「資本関係取引等に関す
る税制」の改正に係る実務対応を，企業の実
務担当者と専門家が議論。

（7/19）
（7/26）

中小企業の連鎖倒産を防止するために設けら
れた同共済制度の見直しを受け，改めて，同
制度の基本的な仕組みから税務上の留意点ま
で，ポイントを 形式で紹介。

（8/30）
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グループ法人税制の導入や清算所得課税廃止
のポイント，関連記事のバックナンバーを掲
載。

（9/27）

清算所得課税の廃止に伴い，清算法人の税務
上の扱いが大きく見直されたことから，改正
後の解散，清算，残余財産確定までの流れ
を，読者からの質問を中心に 形式で紹
介。

（9/27）
（10/4）
（10/11）
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22年１・２月分……………………………………

22年３・４月分……………………………………

22年５・６月分……………………………………

22年７・８月分……………………………………

22年９・10月分……………………………………

22年４～６月分……………………………………

22年７～９月分……………………………………

22年６月分…………………………………………

22年７月分…………………………………………

22年８月分…………………………………………

22年９月分…………………………………………

22年10月分…………………………………………

22年11月分…………………………………………

22年４月分～６月分………………………………

法人税率の引下げと課税ベースの拡大 企業

関係税制が注目される平成23年度税制改正…

税調 改正要望にない26項目を検討 中小企

業税率・特例の適用範囲見直し………………

経産省 遡及会計の導入に税務手続措置………

法人税額10％・20％控除する雇用促進税制を

創設………………………………………………

養老保険利用した租税回避に対応………………

政府税調 所得課税見直しで役員の給与所得

控除を制限………………………………………

中企庁 非上場株相続税納税猶予の特別子会

社要件見直しを要望……………………………

相続税の基礎控除と死亡保険金非課税枠の見

直し，孫への精算課税贈与も検討……………

政府税調 国際課税小委が初会合………………

日蘭・日瑞租税条約は24年１月から適用開始…

共通番号制度は年内に具体案……………………

国家戦略室 社会保障・税の共通番号制度で

パブコメ…………………………………………

平成23年度中とする税制改革法案の提出期限

は見直しへ………………………………………

民主政調部門会議が始動，税制改正 も近

く発足……………………………………………

金融庁 23年度改正要望へ論点整理……………

日税連 平成23年度税制改正へ建議書…………

民主党税制改正 が始動，11月末に23年度

税制改正へ提言…………………………………

各省庁 23年度税制改正へ向けて改正要望を

決定………………………………………………

政府税調 控除廃止の対処案報告へ………

日税連 国税庁との懇談会で税理士法改正を

要望………………………………………………

自動車関係税制一本化し環境自動車税…………
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民主党税制改正 の検討課題が判明…………

全法連 平成23年度税制改正へ提言……………

政府税制調査会が再開……………………………

政府税調 雇用促進税制等 初会合…………

経産省・内閣府等 雇用促進税制の創設など

23年度改正へ追加要望…………………………

会計検査院 中小軽減税率や租税特別措置の

適用範囲見直す意見表示………………………

会計検査院 還付加算金の計算に指摘…………

政府税調で更正請求期間の延長を検討…………

税調 ５年超遡及の保険年金の所得税還付案

と最高裁判決の射程……………………………

民主党税制改正 租税特別措置に係る重

点要望を提出……………………………………

政府税調 各府省要望ゼロ次査定………………

番号制度のパブコメ結果が公表に………………

国税通則法 制定以来の抜本改正へ税務調査

は文書で事前通知，すべての処分に理由附

記を実施…………………………………………

民主党税制改正 税制改正主要事項に対

する提言とりまとめ……………………………

税制改正大綱決定へ最終調整……………………

平成23年度税制改正大綱を閣議決定……………

政党・与党の「社会保障改革検討本部」来年

半ばに消費税等の税制抜本改革案……………

自民党 税制改正の基本的考え方………………

減価償却・耐用年数 ⑯，建設車両・自

家用設備等の取扱い……………………………

減価償却・耐用年数 ⑰，資産除去債務…

使用人に係るみなし役員の判定における留意

点…………………………………………………

適格分割等での一括評価貸倒引当金も期中繰

入れ可能…………………………………………

親会社が買い取った子会社資産の譲渡損益は

清算中でも繰延べ………………………………

子会社が孫会社から引き継いだ欠損金は親会

社に引き継ぎ可能………………………………

債務超過であることの説明は実態貸借対照表

に限らず…………………………………………

解散に係る期限切れ欠損金の利用は清算事業

年度のみ…………………………………………

解散子会社未処理欠損の帰属は適格合併と同

様，株式評価損の計上は慎重に対応…………

事業再生機構が欠損金利用で報告書……………

清算所得廃止で清算人・同族会社オーナーに

第二次納税義務生じることも…………………

親会社が清算子会社資産を買い取った場合の

税務処理…………………………………………

ペイオフでの預金損失は個別評価金銭債権……

債務超過状態の説明書類 法的整理「開始決

定書の写し」などが該当………………………

「質疑応答事例」法人税の重要３事例・組織

再編関係…………………………………………

適格現物分配の欠損金利用制限に特例あり……

「免除益＞欠損金」第二会社方式では受皿会

社に納税義務も…………………………………

適格再編時の欠損金使用制限の緩和と …

グループ法人税制で圧縮記帳固定資産の譲渡

利益繰延べに注意………………………………

国税庁 法人税基本通達を一部改正 22年度

税制改正対応しグループ法人税制の取扱い

を整備……………………………………………

グループ内で資本関係完結なら完全支配関係…

グループ法人税制 譲渡損益調整資産の課税

繰延べと減価償却資産…………………………

国税庁 グループ法人税制の質疑応答事例を

公表 完全支配関係，配当益金不算入，寄

附修正，資産譲渡，現物分配など16問………

出資金５億円以上の協同組合等の完全支配子

法人には中小特例不適用………………………

100％子会社の解散など，未処理欠損金と期

限切れ欠損金の適用関係を整理………………

100％法人間の出向の給与負担金の取扱い

寄附金と扱われるものは10月から税務処理

が変更に…………………………………………

100％子会社からの資産移転は適格現物分配

と譲渡損益調整資産では相違…………………
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株式購入による支配関係判断は「株式の引渡

し日」起点に 契約日と引渡し日に開きが

ある場合も引渡し時点で判断…………………

認定寄附で受贈益は減額更正 受贈益の益金

不算入制度は調査等の認定寄附に対する受

贈益も対象………………………………………

法人税質疑応答事例の第２弾近日公表 譲渡

損益調整資産の課税繰延べ制度等の適用が

スタート…………………………………………

グループ法人税制による譲渡損益調整資産の

課税繰延べと組織再編…………………………

グループ法人税制の質疑応答第２弾 国税庁

「法人税質疑応答事例」公表，清算所得課

税の廃止や期限切れ欠損金額，出資関係図

の作成例など13問………………………………

現物分配資産が自己株式の場合の税務…………

質疑応答事例“第２弾”の疑問点 頂点が個

人であれば出資関係図に個人株主一覧を記

載，少数株主法人と解散子会社の欠損金の

引継ぎ制限の有無………………………………

関係法人株式等に係る配当等の負債利子控除

の計算誤りに注意………………………………

子会社株式の譲渡損益 吸収合併・解散によ

り譲受側で消滅した場合の取扱い……………

本誌オリジナル グループ法人・資本取引関

係等税制 ① 完全支配関係の判定，

譲渡損益調整資産の課税繰延べと土地など

５問を紹介………………………………………

本誌オリジナル グループ法人・資本関係取

引等税制 ② 合併等で切り捨てられ

た欠損金，株式の簿価を超える寄附修正

額，出向と格差補填……………………………

国税庁「連結納税基本通達」も改正 連結完

全支配関係の考え方は変わらず………………

連結子法人が解散した場合の特定連結欠損金

額の利用…………………………………………

連結納税の加入時点は10月１日から株式の引

渡し時点に・経過的取扱いに注意……………

連結法人税の個別帰属額受払いの一部改正と

寄附金課税の留意点……………………………

連結納税に係る赤字会社の試験研究費も研究

開発税制の対象に………………………………

連結法人間の寄附は寄附修正不要………………

連結開始時に清算中である子法人も強制的に

連結子法人に……………………………………

公益法人移行審査で２法人が不認定に…………

住宅エコポイントの法人税・所得税の取扱い…

国税庁 「質疑応答事例」更新，60事例を追

加…………………………………………………

障害者雇用促進法改正と納付金義務……………

国税庁 厚労省照会の「社会福祉法人定款準

則」を確認………………………………………

国税庁 年金二重課税判決を受けて減額更正…

国税庁 所得税基本通達等を公表………………

最高裁年金事件 保険会社はこれまでどおり

源泉徴収を行う…………………………………

年金受給権に基づく年金に対する所得税の課

税関係……………………………………………

給与所得者の住宅資金貸付の課税特例は本年

末で廃止に………………………………………

国税庁 譲渡関係の措置法取扱いで特定居住

用買換えの譲渡価額要件を整備………………

最高裁判決で注目される年金課税見直しと５

年超への還付，他の金融商品への対応………

医師等に対する心付け……………………………

平成23年分扶養控除申告書に住民税用の年少

扶養親族記載欄を追加…………………………

ペイオフによる定期預金の損失は雑損控除の

対象外，資産損失にも該当せず………………

70歳以上の医療費の自己負担と源泉徴収選択

口座………………………………………………

みなし取得費の特例が22年12月31日の期限到

来で廃止…………………………………………

財務省・国税庁 年金型生命保険に係る源泉

税の還付方向性示す……………………………

国税庁 保険年金の所得税還付受付けを開始…

小規模共済の加入者拡大と申込書類……………

国税庁 ホステス報酬の源泉還付手続き………

みなし配当課税特例が今月末終了 ……

納税猶予「確認」は５月末までに983件 ………

国税庁 平成22年度税制改正に対応して財産

評価関係の通達・明細書を一部改正…………
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路線価の下落と土地の相続税評価額……………

純資産価額方式の法人税額等相当額が42％か

ら45％に…………………………………………

定期金評価の改正と保険業界の対応……………

国税庁 相続税関係の措置法通達を改正………

国税庁 資産課税課情報で相基通解説…………

国税庁 資産課税課情報で措置法通達の改正

解説………………………………………………

貸付事業承継人が未確定の場合の小規模宅地

特例 「貸付事業用宅地等の50％減額」未

分割でも３年以内の分割で適用に……………

「貸付事業用宅地」事業承継親族が貸主＝借

主の場合は小規模適用なし……………………

小規模宅地特例 二世帯住宅・特定居住用宅

地等の居住継続要件の関係……………………

小規模宅地 申告による同居親族の居住部分

も特定居住用に…………………………………

質疑応答事例 広大地評価等で３項目…………

二世帯住宅の「同居親族」とは？………………

法人成りに伴う資産の引継ぎも消費税課税仕

入の対象に………………………………………

住宅エコポイントに係る消費税は不課税………

エコ住宅の取得はポイント分含めて消費税の

対象………………………………………………

国税庁 移転価格事務運営要領を改正…………

国税庁 21年度改正に係る法人税基本通達趣

旨説明を公表 外国子会社益金不算入の米

国 対応を明記 ……………………………

国税庁 外国子会社配当益金不算入制度で質

疑応答事例を公表………………………………

移転価格税制 適用リスク高い取引から価格

算定書類の準備も………………………………

オランダとの租税条約を全面改正署名…………

基本合意された香港租税協定で相互協議条項

が焦点に…………………………………………

タックスヘイブン対策税制「適用時期」の留

意点………………………………………………

日本・ベトナム租税協定 みなし外税控除の

期限切れ迫る……………………………………

タックスヘイブン税制等に係る法人税関係の

措置法通達を公表，資産性所得など…………

被合併法人の最後事業年度分の事業税の損金

算入………………………………………………

法人税法改正で地方税６号様式等改正…………

グループ法人税制と外形標準課税の計算 出

向者給与が寄附金該当の場合の報酬給与

額 無利息貸付の両建て処理で利息計上で

も支払利子には含まれず………………………

11/18～25に一時停止 ………………

保険年金５年超の住民税は各地方団体で対

応 総務省全国一律措置は不適切と判断……

11/18～25一時停止“ ”は

事前準備…………………………………………

総務省 「地域主権改革税制」研究会 …………

平成22年分路線価等が公表に……………………

関信局 最高路線価が軒並み下落………………

東京局 平成22年分路線価を公表………………

国税庁 21年度の物納申請状況…………………

国税庁 21年度分の租税滞納状況………………

東京局 21年度租税収納・滞納整理状況………

国税庁 「平成21年分民間給与の実態」平均

給与は過去最大の下げ幅………………………

国民年金保険料等の滞納に国税が強制徴収……

国税庁 21事務年度の法人税申告事績…………

国税庁 21事務年度の所得税・消費税調査等

状況………………………………………………

東京局 21事務年度の所得税・消費税調査等

状況………………………………………………

関信局 21事務年度の所得税・消費税調査状

況…………………………………………………

国税庁 21事務年度法人税等の調査事績を公

表…………………………………………………

東京局 21事務年度法人税等の調査事績を公

表…………………………………………………

関信局 21事務年度法人税等の申告事績を公

表…………………………………………………

関信局 21事務年度法人税調査事績を公表……

国税庁 レポート 相互協議事案は過去

最多183件 ………………………………………

国税庁 21事務年度の相続税の調査事績を公

表…………………………………………………

国税庁 21事務年度の相続税申告事績…………
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民間主導で初の 法人会計基準が策定……

会計士協会実務指針改正草案 課税繰延べの

譲渡損益は税効果対象…………………………

中小企業の新たな会計指針の検討を……………

金融庁 会計士試験見直しで中間報告…………

会計参与支援センターがシンポジウム…………

財務会計基準機構「単体財務諸表に関する検

討会議」を設置…………………………………

産業経理協会 棚卸資産改正の実務でアン

ケートを実施……………………………………

レジ業務委託で交付される集計表に係る印紙

税…………………………………………………

移転価格調査 税理士資格持たない者の立会

いは税理士法違反の場合も……………………

医療法人におけるグループ法人税制の支配関

係の判断…………………………………………

審判所 平成21年下期裁決33事例を公表………

最高裁 年金二重課税で納税者勝訴……………

審査事例 解散見込まれる関連会社への増資

を不自然と判断…………………………………

最高裁 運用財産のみの医療法人出資評価認

めた東京高裁判決を破棄………………………

東京高裁 公益法人に対するみなし譲渡所得

の非課税特例で判決……………………………

東京地裁 粉飾決算による棚卸商品過大計上

損の更正処分を支持……………………………

東京高裁 適格現物出資として 債務消

滅益の課税処分支持……………………………

最高裁 「過納金還付請求権」を相続財産と

した国側処分認める……………………………

福岡高裁 区分所有のマンションの管理費等

は費消部分のみ損金と判断……………………

新事務年度の国税庁実績評価計画………………

東京税理士会 第54回定期総会を開催…………

徴収法基本通達改正で公売財産評価基準を明

確化………………………………………………

山崎彰三氏が会計士協会会長に就任……………

日本内部統制研究学会を９月に開催……………

日税連 第54回定期総会を開催…………………

財務省（主税局）・国税庁新任幹部の略歴

（平成22年７月30日発令）………………………

東京局 第42回財政経済セミナー開催…………

川北力国税庁長官就任インタビュー……………

国税庁 子ども見学デーを実施…………………

国税庁 23年度定員機構・予算要求……………

国税庁 第２回ネット公売を実施………………

- - 新番組で海外調査 ……………

国税局長会議で川北国税庁長官が訓示…………

道盛大志郎関東信越国税局長インタビュー……

税務長官会議が開催 ……………………

財務省政策評価懇談会で21事務年度国税庁評

価に意見…………………………………………

松 也寸志国税庁徴収部長インタビュー………

全国調査査察部長会議を開催……………………

保険年金の還付手続きで電話センター開設……

人事異動（財務省・22年10月19日発令）………

日税連 第38回公開研究討論会を開催…………

国税庁 全国課税部長会議を開催………………

国税庁 全国徴収部長会議を開催………………

富屋誠一郎国税庁審議官インタビュー…………

関信局 22年度納税表彰式を開催………………

杉並で三税キャラクターが街頭 ……………

杉江潤国税庁審議官インタビュー………………

関信局 第81回酒類鑑評会表彰式を開催………

西村善嗣国税庁課税部長インタビュー…………

早稲田大学で東京局査察部長が講演……………

スカイツリー付近に - の看板を設置 ……

専修大学で東京局調査第４部長が講演…………

千葉県税理士会がシンポジウム…………………

世田谷税務協議会で - 推進宣言 …………

藤田利彦国税庁調査査察部長インタビュー……

関信局 税を考える週間で講演会………………

税務大学校で公開講座……………………………

横浜国大 「税務行政の現状」講演 ……………

Ｊリーグ川崎Ｆの選手を対象に研修会…………

東京工科大 「税を考える週間」講演会 ………

東京地方税理士会 番号制度でシンポジウム…

販売奨励金と売上割戻し…………………………

適格現物分配………………………………………
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行為計算の否認……………………………………

譲渡損益調整資産と土地…………………………

夏祭りの協賛金……………………………………

配当等の計算期間…………………………………

………………………………………………

ポイントサービス…………………………………

減価償却の低廉譲渡等と受贈益の益金不算入…

エコリフォームの費用……………………………

100％親会社から受ける債務

免除と残余財産確定による未処理欠損金の

引継ぎ……………………………………………

中小特例制限と留保金課税………………………

株式の引渡しのあった日…………………………

受取配当等の益金不算入と簡便法の基準年度…

給付金等の収益計上時期…………………………

解散子会社の欠損金引継ぎと帰属時期…………

寄附修正と株式の帳簿価額………………………

グループ法人税制と連結納税の中小特例………

地デジ化の費用……………………………………

型会社更生 …………………………………

別表五（一）の検算式………………………………

適格現物分配と継続要件…………………………

住宅ローン控除と利子補給金……………………

個人事業者と太陽光発電設備……………………

先物取引の差金等決済……………………………

所得税の還付手続とその期限……………………

過去にさかのぼる取扱いの変更と更正の請求…

株価指数証拠金取引………………………………

未分割遺産から生じる法定果実…………………

災害等と源泉所得税の猶予………………………

扶養控除等と給与収入103万円 …………………

生活に通常必要な資産……………………………

純金積立で取得した金地金の譲渡………………

申告不要の源泉徴収口座と損益通算……………

簡易生命表と完全生命表…………………………

第三分野の保険……………………………………

本来の相続財産とみなし相続財産………………

小規模宅地特例「貸付事業

用宅地等」の一部が混同にあたるケース……

リバースモーゲージ………………………………

住宅取得資金等の贈与税の

非課税制度………………………………………

１棟所有と区分所有の場合

の小規模宅地特例の適用関係…………………

インボイス方式……………………………………

調整対象固定資産とリース資産…………………

租税条約の成立過程………………………………

（取引単位営業利益法） ………………

分割基準の事務所等の数…………………………

他の法律にある根拠規定…………………………

資料調査課…………………………………………

午前零時から始まるとき…………………………

※末尾の日付は国税庁 掲載日

（平成22年６月18日）（平成22年６月25日）

（平成22年６月18日）（平

成22年６月28日）

（平成22年６月11日）（平成22年７月１日）

（平成22

年６月21日）（平成22年７月８日）



（第三種郵便物認可） 平成22年12月20日

（平成22年６月21日）（平成22年７月８日）

（平成22年６月21日）

（平成22年７月８日）

（平成22年８月18日）（平成22年９月29日）

（平成22年10月20日）（平成22年10月20日）

（平成22年10月20日）

（平成22年10月20日）

（平成22年10月

20日）

（平成22年10月21日）（平成22年10月22日）

（平成22年10月29日）

（平成22年

12月７日）（平成22年12月15日）

（平成22年６月25日）

（平成22年６月22

日）（平成22年６月30日）

（平成22年６月11日）（平成22年７月１日）

（平成22年６月11日）（平成22年７月１日）

（平成22年10月６日）（平成22年10月15日）

（平成22年11月５日）

（平成22年11月17日）

（平成22年11月５日）

（平成22年11月24日）（平成22年12月15日）

（平成22年３月31日）（平成22年６月18日）

（平成22年６月16日）（平成22年６月30日）

（平成22年６月11日）（平成22年７月１日）



本誌下半期の記事中に以下の誤りがありました。お詫びして訂正いたします。

訂正箇所 誤 正

№3119 全国都市法人
住民税率一覧 22頁 埼玉県
鳩ケ谷市，ふじみ野市の法人
税割の不均一課税の区分

ａ 資本金（出資金）
ｂ 資本金（出資金）

ａ 資本金等の額
ｂ 資本金等の額

№3119 全国都市法人
住民税率一覧 11頁 滋賀県
の法人均等割

①22,2000 ①22,200

№3119 全国都市法人
住民税率一覧 12頁 愛媛県
の法人均等割

①21,0400 ①21,400

№3121 14頁 東京税理士会 第53回定期総会を開
催

東京税理士会 第54回定期総会を開
催

№3119 35頁 全国都市法人
住民税一覧 三重県名張市の
法人税割

②14.7 12.3 12.3

平成22年12月20日 （第三種郵便物認可）

（平成22年８月３日）（平成22年８

月27日）

（平成22年７月２日）（平成

22年８月18日）

（平成22年７月13日）（平成22年８月27日）

（平成22年９月22日）（平成22年11月１日）

（平成22年10月

29日）（平成22年11月１日）

（平成22年６月15日）（平成22年６

月24日）

（平成22年６月11日）（平成22年７月１日）

（平

成22年６月23日）（平成22年７月１日）

（平成22年６月24

日）（平成22年７月６日）

（平成22年６月28日）（平成22年９月２日）



№3121 平成22年分類似業種
平均株価表 48頁「47 発電
用・送電用・配電用電気機械
器具製造業」の業種目の内容

その他の回路電気機械 その他の回転電気機械

№3121 平成22年分類似業種
平均株価表 49頁「57 ガス
業」の業種目の内容

ガス製造工事 ガス製造工場

№3121 平成22年分類似業種
平均株価表 50頁「74 繊
維・衣服等卸売業」の業種目
の内容

身の回りの品 身の回り品

№3122 ショウ・ウインドウ
「資料調査課」
右段下から５行目，４行目

１課が資料調査課全体を総括し
３課が所得税

１課が所得税
３課が資料情報

№3130「事例でわかる 連結
納税の有利不利選択①」 24
頁 問３の回答及び解説

平成23年の12月31日 平成22年の12月31日

№3137 11頁 左下から４行
目

とそれぞれ減少している とそれぞれ増加している

№3123 83頁 「日本公認会
計士協会 山崎彰三氏が会長
に」の記事の左段下から２行
目

大賞を川上博氏 大賞を川北博氏

№3123 ３頁「住宅エコポイ
ントと消費税」右段下から４
行目・図表

本文・買主はポイント相当額を除い
た70万円が課税仕入れとなり図表・
課税仕入れ（70万円）

本文・買主はポイント相当額を除い
た100万円が課税仕入れとなり図
表・課税仕入れ（100万円）

№3132 72頁「実務家のため
の公益法人制度改革のポイン
ト 第28回」の右段下から３
行目から１行目

№3139 63頁を参照

（第三種郵便物認可） 平成22年12月20日


